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法に基づく地域計画の策定、地域連携
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１．地域計画策定状況（法第14条）

計38都道府県が策定済み、策定中が１県、未策定が８県
策定予定なしの理由として、内陸県で海がないためという回答が多い

策定状況 都道府
県数 都道府県名

策定済み 38

平成30年度以前：
北海道、青森県、宮城県、秋田県、
山形県、茨城県、千葉県、東京都、
神奈川県、新潟県、富山県、石川
県、福井県、静岡県、愛知県、三
重県、京都府、大阪府、兵庫県、
和歌山県、鳥取県、島根県、岡山
県、広島県、山口県、徳島県、香
川県、愛媛県、高知県、福岡県、
佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、
宮崎県、鹿児島県、沖縄県

令和元年度：福島県

策定中 1 岩手県

未策定 8

策定予定なし：
栃木県、群馬県、埼玉県、長野県、
滋賀県、奈良県

策定予定あり：
山梨県、岐阜県

計 47
■ 策定済み ■ 策定中
■ 策定予定なし ■ 策定予定あり
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２．協議会組織状況（法第15条）

組織済みは24道府県、組織予定ありは１県、検討中は２県
組織予定なしのうち、他の組織で対応しているのは６県

組織状況 都道府
県数 都道府県名

組織済み 24

平成30年度以前：
北海道、青森県、秋田県、山形県、
千葉県、新潟県、富山県、石川県、
愛知県、三重県、京都府、兵庫県、
山口県、徳島県、香川県、愛媛県、
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、
大分県、鹿児島県、沖縄県

令和元年度：岩手県

組織予定
あり、又は
検討中

3 組織予定あり：宮崎県
検討中：岐阜県、鳥取県

組織予定
なし 20

福島県、茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、福井県、山梨県、長野県、
滋賀県、大阪府、奈良県、和歌山
県、島根県

（組織予定なしのうち、他の組織で
対応している都県）：宮城県、東
京都、神奈川県、静岡県、岡山県、
広島県、高知県

計 47

【その他の内容】
・各関係機関の有する海岸漂着物に関わる情報の共有
・木造船漂着時の対応
・今後のスケジュール、法改正に関する説明、意見交換など
・海岸漂着物等に関する情報提供
・海洋ごみ対策の最新の動向について

16
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回収処理事業実績・計画報告

発生抑制（普及啓発など）

調査研究

災害時対応

地域計画の策定・改訂

その他

協議会における協議事項（複数回答有）
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３．推進員委嘱・推進団体指定状況（法第16条）

推進員委嘱、推進団体指定に関して、指定済みの都道府県はゼロ、指
定予定のない都道府県が37（前回調査時より増加）
その理由は、「必要性がない」「既存取組あり」が中心

委嘱・指定状況 都道府
県数 都道府県名

委嘱・指定済み 0

委嘱・指定予定あり 0

委嘱・指定予定なし 37

必要性がない：北海道、青森県、秋田県、福島
県、茨城県、福井県、静岡県、三重県、京都府、
大阪府、島根県、岡山県、愛媛県、佐賀県、宮
城県
既存の取組あり：宮城県、山形県、東京都、神奈
川県、石川県、愛知県、鳥取県、広島県、徳島
県、高知県、長崎県、熊本県、大分県
内陸県のため：栃木県、群馬県、埼玉県、山梨
県、長野県、滋賀県、奈良県、
理由未回答：和歌山県、福岡県、

委嘱・指定検討中 10 岩手県、千葉県、新潟県、富山県、岐阜県、兵庫県、山
口県、香川県、鹿児島県、沖縄県

計 47

■ 委嘱・指定予定なし
■ 委嘱・指定検討中
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海洋ごみ対策の個別施策（調査、発生抑制、
回収処理）
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４．海洋ごみの発生状況・原因の調査実施状況（法第22条）

17都府県が平成30年度に調査を実施
29都府県が令和元年度に調査を予定（11道県は令和2年度以降に実施予定）

■ 平成30年度に実施、令和元年度も実施予定
■ 令和元年度に実施予定
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基礎資料の作成
計画的な清掃作業を実施するため
地域住民への普及啓発、情報提供

海ごみの発生抑制対策
関係者会議等での報告、資料作成

マイクロプラスチックの汚染実態の把握
地域計画改定に使用

事業実施場所の選定に使用

主な調査結果の用途（17都府県回答、複数回答有）
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海岸漂着物の量、種類等の調査
漂着物の発生源・国籍の調査

マイクロプラスチック漂着実態調査
海岸清潔度モニタリング調査

海底堆積ごみの量、種類の調査
河川ごみの状況調査
文献調査やヒアリング

主な調査内容（17都府県回答、複数回答有）
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５．民間団体等との連携・活動支援（法第25条）

最も多かったのは「ボランティア活動との連携・支援」となり、次いで「清掃イ
ベントの開催」となった

【その他の活動】
・海ごみ・ポイ捨てに係るシンポジウムの開催
・自治体、衛生組合連合会と連携しての
地域環境美化活動

・海ごみ問題に関する普及啓発
・学校機関と連携しての海岸漂着物に関する調査
・環境学習用教材の周知
・漁業関係者と連携しての清掃活動
・漁民の森づくり
・マイバック持参によるレジ袋削減の普及啓発活動

【その他の活動】
・実施時の自治体職員による巡回、声かけ
・津波発生時の行動案内を掲示
・（公財）環日本海環境協力センターが主催する
「海辺の漂着物調査」において、参加者に対する
傷害保険加入を同センターに依頼して実施

・職員数名各箇所に配置し安全管理を実施

35

33

22

7

13
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ボランティア活動との連携・支援

清掃イベントの開催

民間によるイベントの後援

交流会の開催

その他の活動

民間団体との連携・活動に対する支援の実績
（全事業の合計件数、複数回答有）

30

18

8

4
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ボランティア活動に対する保険支援

海岸漂着物等の取り扱いに関する指導

海岸清掃マニュアルの策定・周知

その他の活動

安全配慮の実績
（全事業の合計件数、複数回答有）
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５．漁業者の協力による海洋ごみ回収・処理の推進体制（法第25条）

漁業者の協力による海洋ごみ回収・処理の推進体制について、12都府県
が整備済みであり、4道県が整備しており、11県が整備を検討している

■ 整備済み ■ 整備をしている
■ 整備を検討中 ■ 予定なし

整備状況 都道府県
数 都道府県名

整備済み 12
宮城県、千葉県、三重県、京都府、大阪府、
岡山県、広島県、徳島県、香川県、福岡県、
佐賀県、鹿児島県

整備をして
いる 4 北海道、石川県、静岡県、兵庫県

整備を検
討中 11

岩手県、秋田県、山形県、神奈川県、新潟県、
富山県、和歌山県、山口県、長崎県、熊本県、
大分県

予定なし 20
青森県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、
東京都、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、愛知県、
滋賀県、奈良県、鳥取県、島根県、愛媛県、高知県、
宮崎県、沖縄県

計 47

12
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市町村等と連携した処理体制の確保
漁業者による清掃事業の実施と費用の補助

操業中のごみ回収ボランティアの依頼
漁港に海ごみステーションを設置

海ごみ対策の準備中
海岸漂着物対策推進協議会への参画

具体的な体制
（全事業の合計件数、複数回答有）
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24
12
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33
12

9
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2
0
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0
0
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パトロール等の監視活動
パンフレット・ポスター・パネルの作成・啓発素材の配布等

看板・標識等の設置
マスメディア（広報誌・ウェブサイトを含む）などによる啓発活動

内陸での清掃活動・クリーンアップ活動
環境イベント・フォーラム・キャンペーン実施による啓発活動

監視カメラの設置
他団体との連携

不法投棄ホットラインの運用
研修会・講座等の実施

ごみステーションの散乱防止対策
その他不法投棄対策

活動の表彰やポスター、写真等のコンテスト
条例の制定

野外で使用し放置されたプラスチックへの対策
学校・企業による交流会の実施

自発的行為を促す間接的対策（ナッジ）
関係団体による交流会の実施

その他の活動
国際交流事業の実施

事業件数（件）

効果を感じた「発生抑制対策」
（全事業の合計件数、複数回答有）

６．発生抑制対策（法第23条、第26条、第27条）

最も多く実施されたのはパトロール等の監視活動、次いでパンフレット等の
作成、配布となった。一方で、実施した活動のうち、効果を感じた割合が最
も高かったのは、内陸での清掃活動となった

■ 効果ありと回答した都道府県数

実施事業中の
“効果あり”の割合

57 ％
30 ％
46 ％
42 ％
87 ％
33 ％
26 ％
6 ％
10 ％
19 ％
8 ％
0 ％
9 ％
0 ％
0 ％
9 ％
0 ％
0 ％
30 ％
29 ％
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６．発生抑制対策（法第23条、第26条、第27条）

その他活動として、海岸等でのごみの持ち帰りの啓発や環境教育、パトロー
ルや看板の設置などが行われた

埼玉県 民間警備会社への委託による休日・夜間の監視パトロール、産業廃棄物収集運搬車輌の路上調査、地域合同
不法投棄等対策会議にて他団体と連携（県）、不法投棄頻発箇所の通行止め

千葉県 市民及び各種団体等によるボランティア清掃活動

東京都 都庁展望室での海ごみパネル展開催、夏休み多摩川教室、東京湾大感謝祭での海ごみ問題に関する普及啓
発、環境学習講座での学習用教材（DVD）の周知

神奈川県 海岸利用者に対してごみの持ち帰り呼びかけ運動
新潟県 漁業者が操業中に混獲したゴミを漁港区域に集積、漁業者及び漁協職員で分別し市環境部署の協力により回

収・処理
石川県 県の環境イベントにおいて、海洋ごみを題材にしたオリジナル紙芝居を上演
静岡県 海水浴場開設期間における、会場内放送によるビーチクリーン･ごみ持ち帰りの啓発

京都府 実質的な不法投棄ごみ、海岸漂着ごみの回収が実施、使い捨てプラスチックごみ削減に向けた、プラスチック製レジ
袋提供禁止条例（仮称）の制定に向けた活動

兵庫県 中高生を対象にした環境学習
高知県 不法投棄対策として、堤防への壁画・不法投棄抑制看板による啓発
福岡県 不法投棄が多い校区を単位とした地域住民による監視パトロール活動等に対し活動助成金を支給

鹿児島県 パトロール、看板設置等を行ったが、発生源が特定できない為、根本的な解決につながらなかった
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６．発生抑制対策の検討課題（法第23条、第26条、第27条）

様々な取り組みを行った結果、取り組みの効果が見えにくい、普及啓発の
声が届きにくい、市町村単位の活動には限界があるなどの検討課題が見え
た

【検討課題】
監視カメラ等の抑止力が及ばない場所への対応と当該問題に無関心な住民への効果的な周知方法
海岸漂着物については外国由来の物の割合も多く、市町村単独の取組だけでは大きな効果を得られない状況
イベント等で海岸漂着物等に関する啓発をしたが、内陸部の県民に対する啓発があまり進まない
陸域部から河川を通じて海洋へごみが流出する過程の究明、及びその過程に適応した海岸漂着物問題の効果的な普及啓発
の推進が課題
啓発物資は教育機関や企業から活用の相談があるなど、一定のニーズを確認しているが、当該啓発物資による県民意識の向
上効果を評価することが難しい
海岸漂着物が単独自治体の問題ではないことを踏まえれば、関連自治体が足並みをそろえて発生抑制に取り組む事が望ましい
が、市町村単位の取組は内容・規模・頻度とも自治体ごとにばらつきがあり、事例共有や連携の仕組みが確立していない
パトロール等の監視活動を実施したが、人の目がなくなるとごみの投棄が発生してしまう。また、人件費の高騰により継続が困難
である
一時的に利用するBBQ客等のマナーが悪い。一時的に来た利用者への効果的な周知、抑制対策の検討が必要
ポイ捨てごみの定点観測調査によると、たばこの吸い殻の個数がポイ捨てごみ全体の６割を占めるので、喫煙者のモラルの向上
が求められる
人口減少に伴い地域や学校等との連携したごみ収集活動がより重要と感じる。
発生抑制対策事業を実施しても「漂着量の減少した」といった目に見える成果が示しづらい
外国人観光客にもわかるような外国語表記での看板設置等が必要。外国人のボランティアに対する分別等の指導
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７．効率的な処理、再生利用、発生原因究明等（法第28条）

「取り組んだ」と回答したのは18都道府県。

平成30年度における海岸漂着物等への取組事例（複数回答あり）
北海道 ①効率的な処理
宮城県 ②再生利用
秋田県 ②再生利用
東京都 ③発生の原因究明
新潟県 ①効率的な処理
福井県 ②再生利用
静岡県 ①効率的な処理
三重県 ③発生の原因究明
京都府 ①効率的な処理 ③発生の原因究明
兵庫県 ①効率的な処理 ②再生利用 ③発生の原因究明
広島県 ②再生利用 ③発生の原因究明
山口県 ①効率的な処理
徳島県 ②再生利用
香川県 ①効率的な処理 ③発生の原因究明
高知県 ①効率的な処理 ②再生利用
長崎県 ③発生の原因究明
熊本県 ③発生の原因究明
鹿児島県 ①効果的な処理 ②再生利用

①効率的な処理：10道府県
②再生利用 ： 9県
③発生原因の究明：9都県
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８．補助金によって得られた具体的な効果

海岸及び河川環境の維持や漁業産業への貢献だけでなく、観光産業への
貢献といった効果を挙げる県も多かった

36
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25

25

16

7

0 5 10 15 20 25 30 35 40

美しい海岸及び河川の維持

漁業産業への貢献

観光産業への貢献

沿岸住居環境の改善

船舶航行への貢献

陸域環境の改善

その他

補助金によって得られた具体的な効果
（都府県数、複数回答あり）

その他の事例

宮城県 訪れる観光客への環境美化への意識改
革が図られた

秋田県 県民の海岸漂着物等によるごみ問題の
認知率向上

神奈川県 海岸漂着物発生抑制対策、美化啓発
による人々の美化意識の向上

京都府 淀川水系桂川（保津川）の河川沿岸
部の環境改善に効果があった

岡山県 子どもたちへの環境保全の普及啓発・意
識の醸成

香川県 環境教育への貢献
高知県 海岸保全施設への影響を軽減
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海洋プラ問題などに関する各県の方針と課題
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9．方針、計画、宣言等の策定・改定（都道府県）

H30～現在までに11都道府県が策定等を実施
H30年度調査時では10自治体が検討中 ※その後、愛知県が令和元年に策定

都道府県 新たな宣言などの策定・改訂 名称（都道府県実施のもの） 時期 対象者

北海道 平成31年度・令和元年度 "プラスチックとの賢い付き合い方"に関する知事メッセージ 令和元年10月 北海道民、事業者、自治
体

青森県 策定に向けて検討
山形県 策定に向けて検討
栃木県 平成31年度・令和元年度
群馬県 策定に向けて検討
東京都 策定に向けて検討

神奈川県 平成30年度に実施 かながわプラごみゼロ宣言 平成30年9月 市民全般、一般企業等
新潟県 策定に向けて検討
山梨県 策定に向けて検討
長野県 平成31年度・令和元年度 信州プラスチックスマート運動 令和元年５月 県民、事業者等

静岡県 平成31年度・令和元年度 静岡県海洋プラスチックごみ防止「６Ｒ県民運動」基本方
針 令和元年５月 自治体、一般企業、団体、

県民
愛知県 令和元年度 あいちプラスチックごみゼロ宣言 令和２年1月25日 消費者、事業者、行政

三重県 平成31年度・令和元年度 三重県庁プラスチックスマートアクション 令和元年10月１日
（火）～ 三重県職員

滋賀県 平成31年度・令和元年度 滋賀プラスチックごみゼロ・食品ロス削減宣言 令和元年8月28日 県民、事業者、団体、
行政等

大阪府 平成30年度に実施した おおさかプラスチックごみゼロ宣言 平成31年1月28日 行政機関、業界団体、
NPO、学校等

鳥取県 平成31年度・令和元年度
広島県 策定に向けて検討している
愛媛県 策定に向けて検討している
熊本県 策定に向けて検討している

17
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10．方針、計画、宣言等の策定・改定（市町村）

H30～現在までに8道府県の16自治体が策定等を実施

道府県名 市町名 名称（市町村ん実施のもの） 時期

北海道 札幌市 市内コンビニエンスストアにおけるレジ袋の削減呼びかけ
令和元年10月10
日

宮城県 気仙沼市
「海洋プラスチックごみ対策アクション宣言」 令和元年9月4日
「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」 令和元年9月6日

埼玉県

志木市 第三期志木市環境基本計画 平成31年3月
越谷市 越谷市役所プラスチック・スマート宣言 令和元年8月29日
春日部市 春日部市役所プラスチック・スマート宣言

令和元年11月29
日

所沢市
～マチごと、プラスチックごみ削減に取り組むことを宣言します
～

平成31年4月1日

神奈川県
鎌倉市 かまくらプラごみゼロ宣言 平成30年9月
葉山町 はやまクリーンプログラム 平成30年9月

京都府 亀岡市 かめおかプラスチックごみゼロ宣言
平成30年12月13
日

大阪府

大阪市 おおさかプラスチックごみゼロ宣言 平成31年1月28日
堺市 「PLASTIC-Freeチャレンジ」推進宣言 平成31年1月31日
熊取町 くまとりプラスチックごみゼロ宣言 平成31年2月5日
吹田市 - 平成31年3月1日
寝屋川市 ねやがわプラスチックごみゼロ宣言 平成31年3月12日

香川県 宇多津町 宇多津町一般廃棄物処理基本計画（中間見直し） 平成31年1月
福岡県 水巻町 中間市、遠賀郡におけるレジ袋削減に向けた取組に関する協定書 平成31年4月1日
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■ 平成30年度に実施
■ 平成31年度・令和元年度に実施
■ 策定に向けて検討
■ 策定に向けた動きはしていない

海洋プラスチックに関する自治体の方針、計画、宣言等

札幌市

気仙沼市

志木市、越谷市、
春日部市、所沢市

鎌倉市、葉山町

亀岡市

大阪市、堺市、熊取町、
吹田市、寝屋川市

宇多津町

水巻町

都道府県 市町村
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北海道："プラスチックとの賢い付き合い方"に関する知事メッセージ

一．マイバッグ等の活用
・ 道庁本庁舎、別館のコンビニでのレジ袋削減等

二．使用後の処分
【家庭のプラスチックごみ】
・市町村から配布されているごみ分別のお知らせ等を今一度確認をお願いし
ます。お手元に見当たらない場合は、市町村のホームページを御覧願います。
また、３Ｒの取組をお願いします。

【事業活動に伴うプラスチックごみ】
・分別について、ごみの収集運搬業者に今一度確認をお願いします。また、
３Ｒの取組をお願いします。

三．地球にやさしい製品の選択
・［北海道容器包装の簡素化を進める連絡会］

地球にやさしい「容器包装の簡素化」の取組を紹介しています。

四．清掃活動への参加
・［NPO法人北海道海浜美化を進める会］

北海道の海浜の清掃活動を行っています。11月30日（土）に「浜美化
勉強会・活動報告会」を行いました。

五．その他
・［リサイクルプラザ宮の沢・西区環境まちづくり協議会］
中国の衝撃的なプラスチックリサイクルの現実を描いた映画「プラスチック・

チャイナ」
の上映会とエコトーク「待ったなし！プラスチックごみ問題」が令和２年
(2020年)２月９日（日）に開催されます。
・［北海道］
令和元年度 守ろう美しい北海道！海ごみ・ポイ捨て防止大会を

令和２年（2020年)１月１４日（火）に開催します。

道民のみなさまへ
“プラスチックとの賢い付き合い方”に関する

知事メッセージ
プラスチックは、私達の生活に幅広く利用され、なくて

はならないものとして普及しています。一方で、「ポイ捨
て」されたプラスチックごみが、河川から海へ流れ出るこ
とにより、地球規模での環境への影響が懸念されてい
ます。
本道の美しい海は、世界に誇る「食」や「観光」を生

み出す貴重な財産であり、これらを守り、次の世代に
引き継ぐためには、プラスチックごみ対策をより一層推
進していく必要があります。
そのため、｢使いきり｣（いわゆるワンウェイ）のプラス

チック製品はできるだけ使用しない、使用した際も正し
く処分するなど“プラスチックとの賢い付き合い方～プラ
スチック・スマート～”を一人ひとりが意識して取り組む
ことが大切です。
職場をはじめ、家庭においても、できることから一つず

つ行動を起こしていただくよう、ご理解、ご協力をお願
いします。

令和元年10月23日
北海道知事 鈴木 直道
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栃木県：栃木からの森里川湖 プラごみゼロ宣言

栃木からの森里川湖 プラごみゼロ宣言

プラスチックは、わたしたちの生活に利便性と恩
恵をもたらしてくれる有用な物質です。しかし、一
方で、海に流れ出ると、長期間、環境にとどまり生
態系にも影響を及ぼします。

海洋プラスチックごみは、山から川、川から海へと
つながる中で発生するものであるため、上流の栃
木県においても自分の問題として考えていく必要
があります。

そこで、県と市町が連携し、不必要な使い捨て
プラスチックの使用削減、再生材や生分解性プラ
スチックの利用促進、プラスチックごみのリサイクルと
適正処理の徹底など、プラスチックとの上手なつき
あい方を、栃木から発信し、森里川湖におけるプ
ラスチックごみゼロに向け、行動することをここに宣
言します。

令和元（２０１９）年８月２７日
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神奈川県：かながわプラごみゼロ宣言

かながわプラごみゼロ宣言

海洋汚染が今、世界規模で大きな社会問題
となっています。また、プラスチックごみが小さく砕
けてできたマイクロプラスチックが、世界中の海で
確認されています。こうしたことから、世界中に展
開している飲食店でプラスチック製ストローを廃
止する動きが広まっています。そんな状況の中、
鎌倉市由比ガ浜でシロナガスクジラの赤ちゃん
が打ち上げられ、胃の中からプラスチックごみが
発見されました。
ＳＤＧｓ未来都市である神奈川県は、これ

を「クジラからのメッセージ」として受け止め、深刻
化する海洋汚染、特にマイクロプラスチック問題
から、ＳＤＧｓ推進に取り組みます。プラスチッ
ク製ストローやレジ袋の利用廃止・回収などの
取組を神奈川から広げていくことで、ＳＤＧｓ
達成に向け、2030 年までのできるだけ早期に
捨てられるプラごみゼロを目指します。

神奈川県知事 黒岩 祐治
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長野県：信州プラスチックスマート運動の具体的な取組

「信州プラスチックスマート運動」について
環境部 資源循環推進課

１ 背 景
○世界のプラスチックごみ発生量は、2015年に３億200万ト
ン。（OECD発表）
→ 1980年の約5000万トンから35年間で約６倍に
○海に流れ出たプラスチックは、海洋生物による誤食ほか、マイ
クロプラスチックとなり生態系への影響が懸念。
→ 200種類以上の海洋生物がプラスチックを摂食

２ 本県の現状と課題
○海洋プラスチックごみの７割は陸域から発生、不法投棄件
数は、3,500件程度
後を絶たないポイ捨て
→ 長野県は太平洋、日本海に流れ込む河川を有する上流
県。使い捨てプラスチックの削減を進めることは上流県の責務。
（「不必要なものは使わない」「繰り返し使えるものは再利用」
「使ったものは確実に回収」）
○長野県のマイバッグ持参率は、70.6％で頭打ち状態
→ ポイ捨ての多いレジ袋のさらなる削減が必要
○G20関係閣僚会合の開催を契機に、長野県の取組を情
報発信していくことが効果的
○推進に当たって、県民への呼びかけ、県自らの率先行動と事
業者への協力要請が不可欠



24

静岡県：静岡県海洋プラスチックごみ防止「６R県民運動」基本方針

大会宣言

プラスチックは、今日、ペットボトルやレジ袋、食品容器、商品の包
装、衣服など多種多様なものに使われ、私たちのくらしを便利にして
います。
一方、ポイ捨てなどが原因で散乱したプラスチックごみが、河川な

どを通じて海へ流れ込み、生態系や人の健康への影響が懸念され、
地球規模での問題となっています。
500kmを超える長い海岸線を有し、豊かな自然や景観に恵ま

れた静岡県に住む私たちは、プラスチックの資源循環を推進し、プラ
スチックごみによる海洋環境の汚染防止に、率先して取り組むことが
重要です。
このため、ごみ削減に必要な従来の３Ｒ、Reduce（リデュー

ス）、Reuse（リユース）、Recycle（リサイクル）に、プラスチック
ごみの発生抑制や海洋流出防止のための３つのＲ、
・「Refuse（リフューズ）」不要なレジ袋の提供を断るなど
・「Return（リターン）」ごみの持ち帰り、プラスチック製品の
店頭回収の利用など

・「Recover（リカバー）」海岸・河川などの清掃活動や街中で
のごみ拾いなど

を加えて「６Ｒ」とし、県民と行政とが協力・連携して実践する「海
洋プラスチックごみ防止６Ｒ県民運動」に真摯に取り組んでいくこと
を、ここに宣言します。

令和元年５月30日
静岡県海洋プラスチックごみ防止「６Ｒ県民運動」推進大会
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愛知県：あいちプラスチックごみゼロ宣言

あいちプラスチックごみゼロ宣言

愛知県は、大都市圏でありながら、伊勢湾、三河湾、遠州灘
に囲まれ、スナメリが回遊し、ウミガメが産卵するなど、自然
豊かな海に恵まれています。
その一方で、世界的なモノづくりの拠点でもあり、プラス

チック製品の出荷額が全国1位であるなど、プラスチックの製造
や利用に深いかかわりを持っています。
プラスチック製品は、非常に便利で、私たちの生活を様々な

面で支えていますが、ひとたび、ポイ捨てなどによりごみとな
り、川を通じて海に流れ出ると、海岸の景観を悪化させるだけ
でなく、海洋生物に悪影響を与え、漁業の妨げになるなど、
様々な問題を引き起こすおそれがあります。
また、紫外線や波などによって細かく砕けた、いわゆるマイ

クロプラスチックには、海の中で有害物質が付着すると言われ
ており、それを誤って食べた魚を人が食べることによる健康被
害が心配されています。
閉鎖性水域である伊勢湾や三河湾では、川などから流れ込ん

だプラスチックごみが滞留しやすく、ごみの回収とあわせて、
「ポイ捨ての防止」（捨てない！）、「３Rプラス１（リ
デュース、リユース、リサイクル+リフューズ）の徹底」（減
らそう！）、「プラスチック大体製品の提供や利用」（変
（替）えよう！）など、地域をあげた取組が重要です。
わたしたちは、愛知の環境を守り、豊かな海を未来の子ども

たちに引き継ぐため、プラスチックごみゼロに向けて、消費者、
事業者、行政が一体となって行動していくことをここに宣言し
ます。

2020年1月25日
ごみゼロ社会推進あいち県民会議
会長 愛知県知事 大村 秀章 25
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滋賀県：滋賀プラスチックごみゼロ・食品ロス削減宣言

滋賀県買い物ごみ・食品ロス削減推進協議会および滋
賀県は、8月28日に開催した滋賀県買い物ごみ・食品ロス
削減推進協議会令和元年度第1回会議において、下記の
とおり「滋賀プラスチックごみゼロ・食品ロス削減宣言」を行い
ました。
これまで当該協議会では、事業者、県民団体、行政が

「レジ袋削減の取組に関する協定」を締結し、レジ袋の無料
配布中止等に取り組むとともに、マイバッグ持参運動、「三
方よしフードエコ推奨店」制度、店舗での啓発キャンペーンな
どを通じて、プラスチックごみや食品ロスの削減を目指してきま
した。
今回の宣言は、昨今のプラスチックごみや食品ロス問題へ

の関心の高まりを踏まえ、これまでの取組を生かしつつ、より
一層取り組んでいく必要があることから、ごみを出さないライフ
スタイルへの転換を目指して、県民、事業者、団体、行政
等が役割を分担し、互いに連携・協力しながら、循環型社
会の形成に向けた取組を積極的に行い、SDGsの目標達
成に貢献していくことを目的としたものです。
なお、宣言に伴う今後の具体的な取組については、当該

協議会の構成団体をはじめ幅広く意見を聴きながら、検
討・取りまとめ、実施していくこととしています。

滋賀プラスチックごみゼロ・食品ロス削減 宣言

私たちの 暮らし は、 社会や経済の発展 とともに 急速に 便利で 快
適 なもの になりました 。 一方で、 大量生産・ 大量 消費・ 大量廃棄
により貴重な資源を無駄にし、環境汚染を招いてきた面もあります 。
滋賀県 では、事業者、 県民 団体 、行政 が 「レジ袋削減の取組に

関する協定」 を 締結し、レジ袋の無料配布中止に取り組 むとともに 、
マイバッグ持参運動 、 「三方よしフードエコ推奨店」 制度 の創設、 店
舗での啓発キャンペーン など を通じて、 プラスチックごみや食品ロス の
削減 を目指して きました。
世界 では 、プラスチックごみ が 河川等を通じて 内陸から 海へ流れ

込み、生態系を含めた環境の悪化 をもたらして おり、 大きな課題 と
なっています。また、 毎日の食事の確保も難しい 多くの 人々がいる一
方で、食料が 大量に 廃棄されている 現実 があります。
こうした中、 国 では 「プラスチック資源循環戦略」 の 策定、 「食品ロ

スの削減の推進に関する法律」 の 制定・公布 が行われた ところであり、
本県においても 資源を有効に活用し、 琵琶湖 をはじめとする本県の
環境 を保全するため、 これまでの取組を生かしつつ 、 プラスチック ごみ
ゼロおよび 食品ロス削減 を目指して 、 より一層 取り組んでい くことが
必要 です。
ついては 、 ごみを出さないライフスタイルへの転換を目指し て 、県民 、

事業者、団体 、行政 等 が 役割を分担し、互いに連携・ 協力し なが
ら 、循環型社会の形成に向けた取組を積極的に 行 い、 ＳＤＧ s の
目標達成に貢献して いくこと を ここに宣言します。

令和元年（2019 年）8 月 28 日
滋賀県買い物ごみ・食品ロス削減推進協議会
滋賀県
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大阪府：おおさかプラスチックごみゼロ宣言

おおさかプラスチックごみゼロ宣言に係る大阪府・大阪市による実施内容

大阪府及び大阪市は、プラスチックごみゼロを目指し、以下に掲げる具体的
な行動を実施します。

大阪府市共通
・ 庁舎、関連施設における使い捨てプラスチック使用削減及びプラスチックごみ
の適正処理の一層の推進
・ 職員による使い捨てプラスチック使用削減及びプラスチックごみの適正処理の
取組みの徹底
・ 環境イベント、HP、チラシなどによる府民・市民への意識啓発
・ 河川や海岸、道路、公園等の清掃活動の推進
大 阪 府
・ 各市町村への宣言実施の依頼及びプラスチックごみの削減に係る調整
・ 経済、業界団体その他関係団体への宣言実施の依頼
・ 大阪湾のマイクロプラスチックの実態調査の実施
・ プラスチックごみに係る３R 及び適正処理の推進（事業者の新たなプラス
チック対策を推進するための体制整備等）
大 阪 市
・ エコバッグを常に携帯する運動の推進（大阪エコバッグ運動）
・ 地域、事業者との連携による新たなペットボトル回収・リサイクルシステムの構
築（みんなで取り組むペットボトル循環プロジェクト）
・ 国連環境計画（UNEP）、国際環境技術センター（IETC）と連携し、プ
ラスチック資源循環など環境分野における大阪市の取組みを世界に発信
・ 友好都市（上海市）と廃棄物分野の都市間協力による３R と適正処理
の確保
※ 大阪市としてのプラスチックごみ削減目標は、国の「プラスチック資源循環戦
略」の策定等を踏まえて、2019 年度当初に策定する。
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関西広域連合：関西プラスチックごみゼロ宣言

【宣言に伴う今後の取組】

プラスチックごみゼロに向けた以下の取組を新たに行
い、これまで取り組んできたマイボトルやマイバッグ持参
運動等3Rをさらに推進する。

1. 宣言の一斉広報
・後日速やかに、各構成府県市等のホームページに
宣言書を掲載する。

2. 「私のプラごみ削減提案（仮称）」の募集
・今回の宣言発出を契機として、構成府県市の住民、
団体、事業所のプラスチックごみ問題への関心の一層
の向上に向けて、この問題に関して自ら取り組んでい
ることや、これから始めたいと考えていることについて募
集する。
・G20開催直前を目途に募集開始予定。

関西プラスチックごみゼロ宣言

プラスチックは、社会や経済の発展により私たちの暮らしが
利便性を増す中で身近に使用されてきました。
使用済みプラスチックの一部は、ポイ捨てなどにより、河川

等を通じて海へ流れ込んでいます。こうした海洋プラスチックご
みによる地球規模での環境汚染や生態系への影響が懸念
され、国際会議で議論されるなど世界的に関心が高まってい
ます。
関西地域は、日本海、瀬戸内海、太平洋に囲まれ、河川、

湖沼の間に形成された山地、盆地、平地に2,200 万人余
りの人々が生活しており、この地域からも相当量のプラスチッ
クごみが海洋に流出していると思われます。
本年６月、Ｇ２０サミットが関西の大阪で開催され、海

洋プラスチックごみ問題が議題の一つとなる予定です。この機
会を捉え、関西全体の広域行政を担う関西広域連合は、プ
ラスチックごみによる海洋汚染防止に取り組むとともに、その
強い決意を国際社会に向けて発信することが重要です。
ついては、関係自治体が連携して、ごみを出さないライフス

タイルへの転換を目指し、これまで取り組んできたマイボトルや
マイバッグ持参運動等を通じた３Ｒ（リデュース、リユース、リ
サイクル）をさらに推進し、住民、事業者、団体等と協力し
ながらごみのポイ捨て防止や一斉清掃活動、発生抑制など
プラスチックごみゼロに向けた不断の取組を行うことをここに宣
言します。
２０１９年５月２３日関西広域連合
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北海道：札幌市
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宮城県：気仙沼市

「海洋プラスチックごみ対策アクション宣言」及び
「海洋プラスチックごみ対策アクションプラン」について

本市では、海洋プラスチックごみによる海洋汚染の問題について、「海
と生きる」を標榜するまちとして非常に重要な問題として捉えており、本
年5月に学識経験者や関係団体などによる「気仙沼市海洋プラスチッ
ク対策推進会議」を設置し、海洋プラスチックごみ対策に向けての具体
的な取組を検討してきました。
こうした中、推進会議としての議論を踏まえ、「海と生きる」気仙沼とし

ての考え方とその覚悟をメッセージとして市内外に伝える「海洋プラスチッ
クごみ対策アクション宣言」を決定しました。
また、具体的な取組については、「海洋プラスチックごみ対策アクション

プラン」として取りまとめました。

海中ごみの回収
漁業者が操業中に回収したごみや意図せずに船上に引き上げたごみ
について、陸上への持ち帰りを一層推進するため、市の責任において、
ごみの処理を行います。
海ごみ回収ステーション
漁業者やボランティア等による海中ごみ、漂着ごみの回収を推進するた
め、漁港等に海ごみ回収ステーションを設置します。
使用済み漁具の集団回収
漁業者の方が使用して不要になった漁具については、農業分野で行わ
れている集団回収を参考にし、漁業者が処分しやすい仕組みを構築し
ます。
オリジナルエコバッグ
その他、レジ袋を削減するため、機能性やデザインに優れたオリジナルの
エコバッグなども作成します。
市の会議等
市役所においては、会議等でペットボトル飲料の提供をやめ、缶やカー
トカンなどペットボトルに代わるもので提供する取組を先行して実施して
います。
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埼玉県：志木市

志木市は、都心から２５km 圏内にあり、交通の利便性 に恵まれ、
市内の中心を新河岸川や柳瀬川が流れる水と緑、 人と自然が調和
した人口７６，０００人の住宅都市として 発展しています。
現在、人口増加に伴う環境負荷への対応と、自然環境の 保全が

求められるようになり、本市では、志木市環境基本 条例に基づき、環
境の保全と創出に向けた施策を総合的か つ計画的に推進するため、
１９９９年に第一期志木市環境基本計画、２００９年 に第二期
志木市環境基本計画を策定し、循環型社会の形成と快適な都市環
境の 創出を柱に様々な施策に取り組んでまいりました。
こうした中国においては、２０１８年４月に第五次となる環境基本

計画が閣 議決定され、温暖化による海水の上昇、マイクロプラスチック
などによる生態系 への影響等が課題として掲げられており、地方自治
体もそれぞれの地域環境に 適した施策を実行していくことが求められて
おります。

今回、これらの課題に対応するため、市民、事業者、行政が一体と
なって取り 組む必要があるとの考えのもと、国を挙げて取り組んでいる
国際目標でもあり ます、ＳＤＧｓ、持続可能な開発目標にも目を向
け、さらにマイクロプラスチッ ク対策にも通ずるプラスチックごみの排
出量を現状から２５％削減など、目標 値を設定した、２０１９年
度から１０年間を計画期間とする第三期志木市環境 基本計画を
策定しました。
計画では、市民、事業者に対するアンケート調査結果と、これまでの

計画の進 捗を踏まえ、将来の環境像に「ずっと住み続けたい、人と川
で彩る快適なまち」 を新たに掲げ、目標を達成した１０年後の志木
市を展望し、地球規模で広がる温 暖化の対策から地球の環境対策
まで、幅広く環境課題解消に向けた施策を展開 していきます。

最後に、計画の策定にあたり、アンケートにご協力いただきました市
民、事業 者の皆様、慎重なる審議をいただいた志木市環境審議会
の皆様、積極的にご検討 いただいた志木市環境市民会議の皆様に
厚く御礼申し上げます。
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埼玉県：越谷市

市では、「ストップ温暖化 越谷市率先実行計画」において、「使い
捨て製品の購入を控える」、「マイボトルを持参するようにする」などの環
境に配慮した取り組みを実践してきました。今後はさらに、市や関係機
関が開催する会議やイベントでのペットボトル飲料の配布を原則禁止
するなど、プラスチックごみの削減に率先して取り組んでいきます。

■まずは市役所が率先して取り組みます!

▼どんなことをするの?
○マイバッグを進んで使う
買い物の際にマイバッグを持参し、レジ袋はもらわないようにするなど、マ
イバッグ運動の取り組みを促進します。
職員はマイバックを使用し、レジ袋の削減に取り組みます。

○ペットボトルの使用を減らす
市が開催する会議やイベント等では、ペットボトル飲料の配布を原則禁
止します。ポットなどで代用するとともに、マイボトル・マイカップの利用を
呼びかけます。

○プラスチック製品の使用を控える
職員一人ひとりが、使い捨てとなるレジ袋、プラスチック製のストローやス
プーンなどの使用は控え、マイバッグ・マイボトルを常備し、率先して使用
するなどしてプラスチックごみの一層の削減に努めます。

○繰り返し使えるものを選ぶ
記念品や配布物は、使い捨てにならず、長期での利用や繰り返し利用
ができるものを選びます。また、使用後にリサイクルしやすい素材のものや
環境に配慮した素材のものを選びます。
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埼玉県：春日部市



34

埼玉県：所沢市
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神奈川県：鎌倉市
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神奈川県：葉山町

1. 町役場の取組み
(1)町が設置管理する公共施設の売店・自動販売機での

ペットボトル飲料の販売を廃止
(2) 公共施設への職員によるレジ袋の持込み禁止
(3) 職員向け環境配慮キャンペーンを毎年度実施
(4) 町主催のイベントは、「はやまクリーンプログラム」のベストプラクティス

により実施

2. 町民 （団体）、事業者等へ の協力 依頼
(1)町民（団体）等が主に町内で実施する飲食を提供するイベント

について、町への後援（共催）名義の承認申請への承認条件
として「はやまクリーンプログラム」のベストプラクティスへの取組みを
位置付け

(2) 町内会・自治会等町内関係団体への「はやまクリーンプログラム」
説明、環境配慮行動の啓発

3. 民間企業との連携
(1)商店会連合会をはじめ町内各事業者への「はやまクリーン

プログラム」の説明、レジ袋やプラスチック容器の削減に向けた
取組みの要請

(2) ウォータースタンド株式会社との協定締結
(3) 株式会社 TBM との包括協定締結
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京都府：亀岡市
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大阪府：堺市
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大阪府：熊取町
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大阪府：寝屋川市
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福岡県：水巻町

レジ袋削減・マイバッグ持参促進の取り組み

消費者の日常の暮らしに身近な存在であるレジ袋。購入した商品を
持ち帰るためなど非常に便利なものですが、大量のごみの発生、石油
資源の浪費、海洋汚染の原因などにつながっています。

ごみとして出されるレジ袋を減らすため、レジ袋削減、マイバッグ等の
持参促進に取り組んでいきます。

中間市、遠賀郡におけるレジ袋削減に向けた取組に関する協定

遠賀・中間地域広域行政事務組合と組合を構成する中間市・遠
賀郡４町では、循環型社会の形成、地球温暖化の抑制を推進する
ため、「中間市、遠賀郡におけるレジ袋削減に向けた取り組みに関する
協定」を小売事業者と締結しています。

取り組みへのご協力お願いいたします。

１．協定書の概要
マイバッグ持参率８０％以上を目標として、取り組みを行います。
平成３１年４月１日から、レジ袋無料配布中止の取り組みにより、
レジ袋削減を推進します。

２．事業者の取り組み
レジ袋無料配布の中止
マイバッグ持参の呼びかけ
レジ袋が必要であるかを消費者に確認
行政へ取り組み状況の報告及び公表

３．行政の取り組み
マイバッグ持参によるレジ袋削減について、消費者への広報実施
事業者取り組み内容及び結果（マイバッグ持参率等）の公表
マイバッグ持参の呼びかけ
協定締結事業者の拡大

４．協定締結について
平成31年1月31日に、小売事業者5社と協定を締結しました。
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10．各都道府県からの課題、提案、要望

各都道府県から挙げられた課題、提案、要望を列挙する

【発生抑制・調査】
海へ流出した段階での処理事例が多いので、河川中上流等内陸部からの流草木や
ごみ等が河川にある段階でも、各自治体で流出防止施設の整備を進めたい。

【県からの意見】
河川から海岸に流出するゴミが多くあるため、海岸漂着物対策としての河川における回
収・処理や発生抑制対策の実施についても検討していただきたい。

【県内市町等からの意見】

国レベルの発生抑制対策を本腰を入れて取り組んでもらう必要がある。

【普及啓発系】

海岸漂着物等の発生に対する意識が希薄な内陸部の県民、特に小・中学生に対し、
海洋ごみの発生抑制についての意識啓発を図るための効果的な施策及びその内容に
ついて検討中である。具体的な実践例等あれば紹介していただきたい。
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10．各都道府県からの課題、提案、要望

【環境省への要望・相談】
平成29年度から補助金の対象事業に確認漂着木造船の回収・処理が盛り込まれ
たが、当該木造船の確認に要した費用が補助対象にならないか等、補助金での対応
の要望が多く、補助対象の判断に苦慮している。そのため、貴省において、木造船発
見時から処理が完了するまでの間、どの部分が補助対象（又は補助対象外）となる
のか明示していただきたい。

プラスチックごみゼロ宣言を掲げ、プラスチックごみによる海洋汚染問題に対して真摯に
取り組み始めており、国内外からの多くの利用者で賑わう本県の海岸は、地域の活性
化に重要な役割を担っている。さらに、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の競技、
及び昨年度に引き続きマリンスポーツのワールドカップが行われるため、周辺の海岸の
清掃の強化が求められている。

漂着物等の回収・処理に際して地方負担が極力生じないよう制度を改善していただ
きたい。
インセンティブ・ナッジ事例の収集、紹介。
発生抑制対策の新規事業を要望した場合の、国庫補助適用の可否について、事業
内容に関する判断基準（予算額の問題を除く）をご教示いただきたい。
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10．各都道府県からの課題、提案、要望

【内陸連携】
環境省モデル事業のガイドライン作成後に地域計画の策定について検討する。現在、
すべての内陸県が地域計画を策定していない。内陸県が沿岸県と連携して事業を行
うことはハードルが高いため、内陸県単独で地域計画が策定できればと考えている。内
陸県単独で地域計画を策定し事業を行う場合の費用についても補助対象としていた
だきたい。
内陸地域において効果的な海岸漂着物等の発生を抑制する対策等を具体的に示し
ていただきたい。
当県は内陸県であるが、台風通過後等の湖岸に打ち上げられる大量のごみが問題と
なっており、海岸漂着ごみの問題と共通する部分があると考えている。問題に携わる関
係機関（国・都道府県・民間団体等）とも情報交換等を行いつつ、問題に取り組ん
でいきたい。

【その他】
海岸管理者のいない海岸における占有者の協力が課題である。
島嶼部など人が立ち入ることが困難な海岸にも大量のプラスチックごみが漂着している
が回収が困難である。地域によっては高齢化が進みボランティアによるごみの回収処理
が困難になってきている。
漁業者が操業中に回収した海洋ごみの受入・処理体制の早期構築。
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11．各都道府県からの課題、提案、要望

【財政支援】
本事業に係る必要な予算額の確保と会わせ、補助率を従前のとおり10/10とするよう
要望します。
普及啓発・環境教育事業費については、今後も継続して行うべき重要事項であるため、
補助率を100％にしていただきたい。

地域計画を策定せずとも補助金が利用できれば内陸県での施策を進めやすい。

海岸漂着物等地域対策推進事業の令和２年度以降の継続、及び事業の更なる充
実と強化を要望します。継続にあたっては、従来の海岸の清掃事業、海洋ごみの発生
抑制対策の拡充はさることながら、漁業者の回収した漂流ごみ等の回収を行うため、
補助金のすべてのメニューの補助率を10割に復元することを要望します。また、オリン
ピック等国際大会の開催も予定されているため、本県の補助金額について特段のご配
慮をいただきたく存じます。

河川中上流等内陸部からの流草木やごみ等が河川にある段階でも、国からの事業費
の助成をしていただきたい。（河川における補助事業への範囲拡大や、海岸漂着物
等補助金の補助率70％⇒100%など）
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11．各都道府県からの課題、提案、要望

【財政支援】
処理困難物は処理費用が必要なため、処理が進まない。処理費用を負担していただ
ける制度が欲しい。過去「内陸での清掃活動・クリーンアップ活動」に対する補助金活
用について、会計検査院から「対象外の可能性がある」との指摘を受けており、補助金
活用の可否が不明確です。
海岸漂着物対策事業を今後も継続して実施していくために、補助金の安定的かつ十
分な予算確保をお願いしたい。海岸漂着物問題は県域を越えて生ずる問題であり、
被害を受けている自治体に負担が偏ることのないよう、補助率の引き上げや地方交付
税措置を講じる等、自治体の負担を軽減する方法を検討していただきたい。
海岸漂着物等地域対策推進事業補助金については、市町村からの要望も大きく、国
の全額負担を要望します。
財政規模が小さな町は、町負担金（補助裏）を捻出できず、海岸漂着物回収事業
を実施できない事例があるので、特に過疎地域や離島については全額国庫による補助
を実施するよう早急に補助金要綱を改正すべき。

継続的かつ計画的な海洋ごみ対策への恒久的な財政措置をお願いしたい（中長期
的な取組が必要な海洋ごみ対策を実施するための当初予算での財源確保）。
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11．各都道府県からの課題、提案、要望

【財政支援】

豪雨や台風の影響などによる突発的な漂着物にも迅速に対応できるよう、予算の確
保をお願いいたします。
事業実施にあたり、ごみ等の回収量の増加及び処理単価の値上げにより予算が不足
していることから、補助金（当初）の増額を要望する。
地域環境保全対策費補助金（海岸漂着物等地域対策推進事業）を継続し、財
政措置の維持・改善をお願いしたい。


